
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 北海道 地区名 近文第２支線

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３２５，５００千円

年 効 用 ② ２６，７６５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２８，７３１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４８４，９９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水機能が向上し、被害防止（干農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８，５６１
害、冷害）及び作付増に伴う収量増の増加
対象作物：水稲

用水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，８２４
が高まることによる労働時間の短縮
や機械経費の節減
対象作物：水稲

用水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 １，７０７
の節減
対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，６７３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 ２６，７６５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 北海道 地区名 豊畑２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６０３，０７９千円

年 効 用 ② ９４，０５５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７８，２６８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８２１，８３３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機能が向上し、水害防止及び農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １９，６６０
作付増に伴う収量増の増加
対象作物：馬鈴薯、小豆、

大根、南瓜、メロン、
スイートコーン、牧草、
デントコーン

用水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 １９，３２５
が高まることによる労働時間の短縮
や機械経費の節減
対象作物：水稲、馬鈴薯、小豆、

大根、南瓜、メロン、
スイートコーン、牧草、
デントコーン

排水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ３９，４０６
の節減
対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １４，８１１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

動植物の生息に配慮した整備を行う地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８５３
ことによる、豊かな生態系の保全の保全・向上

計 ９４，０５５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 北海道 地区名 生田２期地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６０３，４３７千円

年 効 用 ② ３９，７７２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７０７，６８７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機能が向上し、被害防止、立地農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １６，７８２
条件好転による収量増の増加
対象作物：水稲、てん菜、小豆、

馬鈴薯

排水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，６１６
が高まることによる労働時間の短縮
や機械経費の節減
対象作物：水稲、てん菜、小豆、

馬鈴薯

排水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ６，２０８
の節減
対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １２，１６６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

計 ３９，７７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 秋田県 地区名 西目

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３６，５００千円

年 効 用 ② １８，７６５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１１６３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １６１，３５０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の更新に伴う施設の維持営農経費の削減 維持管理費節減効果 ３，６９６
管理費の節減

対象施設：用水路、水管理施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １５，０６９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、水管理施設の維持

計 １８，７６５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農業水利施設緊急更新整備事業 都道府県名 秋田 地区名 大 森

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４２０，０００千円

年 効 用 ② ３３，３９４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５，９６０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６７３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４９０，２３６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の更新に伴う維持管理費の節減営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６，７９４
対象施設：揚水機場・調整ゲート

老朽化した施設の更新による従前の農業施設更新による 更新効果 ２６，６００
生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水施設・調整ゲートの維持

計 ３３，３９４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 県営かんがい排水事業 都道府県名 茨城県 地区名 倉掛

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２６５，０００千円

年 効 用 ② ２０，５１１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７４５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２７５，３１５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の改修に伴う施設の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 １，８９０
理費の節減

対象施設：揚水ポンプ

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １８，６２１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水ポンプの維持

計 ２０，５１１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 新農業水利ｼｽﾃﾑ保全整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 早井

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９９２，２５０千円

年 効 用 ② ６８，８０１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，０８８，６２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

施設の改修に伴う維持管理費の節減営農経費の節減 維持管理費節減効果 １９，９５０
対象施設：揚水機場,用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ４８，８５１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場,用水路の維持

計 ６８，８０１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 栃木県 地区名 川島堰

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２３３，０００千円

年 効 用 ② １３，６７６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２７９，６７３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

営農経費の節減 維持管理節減効果 １２，５３３ 用水施設の改修に伴う施設の
維持管理費の節減
対象施設：堰、揚水機場

施設更新による 更 新 効 果 ９４１ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：堰

地域の生活環境 水辺環境整備効果 ２０２ 魚類の生息環境に配慮した魚
の保全・向上 道設置による水辺環境の保全

対象施設：堰

計 １３，６７６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 長野県 地区名 塩川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３６７,５００千円

年 効 用 ② ２７,３２４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５２４，４５３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水施設の改修による施設の維持営農経費・維持 維持管理費節減効果 １１,１１７
管理費の節減管理費の節減
対象施設：幹線用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５，８３１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：幹線用水路の維持

用水路の一部を石積水路にすること地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３７６
による水辺環境の保全の保全・向上
対象施設：幹線用水路(ホタル水路)

計 ２７,３２４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 新潟県 地区名 蓮野地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３２１，０００千円

年 効 用 ② １７，２９５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３３９，１１８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の乾田化等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，４８７
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆

乾田化及び湿害による臨時防除の労営農経費の節減 営農経費節減効果 ３，５５３
働時間の短縮

対象作物：水稲、大豆

施設更新による維持管理費の節減維持管理費節減効果 １７４
対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １１，０８１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

計 １７，２９５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 富山県 地区名 南保

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３３６，０００千円

年 効 用 ② １９，３１４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３６０，３３６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，０１４
積拡大の増加
対象作物：大豆、さといも、なす、

トマト、スイカ

用水路の改修による維持管理費の節減営農経費の節減 維持管理費節減効果 ４３７
対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 １７，０４９
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の一部区間に多自然型護岸（魚地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８１４
巣ﾌﾞﾛｯｸ等）を設置することにより生の保全・向上
態系を保全

対象施設：用水路

計 １９，３１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 石川県 地区名 中村用水第２
二期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １０，３１１，２１０千円

年 効 用 ② ８２９，６７２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０７５０
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １１，０６２，２９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水性の向上による転作作物等の作農作物の生産量 作物生産効果 １２，２１７
付面積拡大の増加
対象作物：大豆、トマト、きゅうり

施設の改良等に伴う維持管理費の節営農経費の節減 維持管理費節減効果 ７０，０８８
減

対象施設：排水路

老朽化施設の更新に伴う従前の農業施設更新による 更新効果 ３０２，７８７
生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水施設が更新されることにより、地域の生活環境 地域排水効果 ４４４，５８０
集水区域内の雨水の速やかな排水をの保全・向上
促し被害を軽減

対象施設：排水路

計 ８２９，６７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 新農業水利ｼｽﾃﾑ保全整備事業 都道府県名 福井県 地区名 春江北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３,２１５,０００千円

年 効 用 ② ８０５，０５０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １４１，１１６

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １３,７１９,９１４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額 (千円) 効果の内容

水田の用水改良による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２０,８５３
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：大麦、大豆、トマト、

キャベツ

用水施設の改良に伴い水管理が合理営農経費の節減 営農経費節減効果 ４６,８５１
化する等による労働時間の短縮や機

械経費の節減

対象作物：大麦、大豆、トマト、

キャベツ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ６０,０２８
施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機場、用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６７７,３１８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 ８０５,０５０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 岐阜 地区名 牧田川用水

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４７２，５００千円

年 効 用 ② ３８，２１２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７１９，６２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の改良による単収の増加農作物の生産量 作物生産効果 ３，５６５
対象作物：水稲の増加

水路改修に伴う施設の維持管理費の営農経費の節減 維持管理費節減効果 １６，９５４
節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １７，４０３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の一部を魚類の生息環境に配地域の生活環境 水辺環境整備効果 ２９０
慮した構造にすることによる水辺環の保全・向上
境の保全

対象施設：用水路

計 ３８，２１２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 三重県 地区名 宮川２工区

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７，３９８，３０１千円

年 効 用 ② ６００，５１３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １１５，１２８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３６
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １１，０８８，４７３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水路改修に伴う水田汎用化による農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ４０，８９３
作付面積の増加増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、キ

ャベツ

水管理施設の改良に伴う用水管理営農経費の節減 営農経費節減効果 ２２，５７７
時間の軽減

対象作物：水稲

水路改修に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ８５，２９６
の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ４２２，９０３
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：用水路持

水路改修に伴い社会的要請のある地域の生活環境の 安 全 性 向 上 効 果 ２，１８０
区間を暗渠化することによる安全保全・向上
性向上

対象施設：用水路

水路改修に伴う公共埋設施設の更公共施設保全効果 ２４，８８３
新

対象施設：水道等公共施設



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水路改修等に伴い周辺の景観や親地域の生活環境の 水辺環境整備効果 １，７８１
水性に配慮することにより水辺環保全・向上
境を保全、創造

対象施設：用水路

計 ６００，５１３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 岡山県 地区名 小田大野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，２５２，９６０千円

年 効 用 ② １７５，０４９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，３９２，４２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田及び畑の用水排水改良による転農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８５，６９７
作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、とまと、きゅうり

区画整理による労働時間の短縮や機営農経費の節減 営農経費節減効果 ６５，３２９
械経費の節減

対象作物：水稲、たまねぎ、きゅう

り

用水施設の廃止、新設に伴う施設の維持管理費節減効果 △１，８８３
維持管理費の増加

対象施設：揚水機場、用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，１０２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

用水施設の新設に伴う一般道の耐用地域の生活環境 公共施設保全効果 １７，９３９
年数の増加の保全・向上

水源開発に伴うほ場からの河川還元河川流況安定効果 ４，０８８
水の増加

ﾀﾞﾑ(関連事業)の新設に伴う親水空間水辺環境整備効果 １，７７７
の創出

計 １７５，０４９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 熊本県 地区名 白水

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３０３，０００千円

年 効 用 ② １７，１３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２１，８６８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３１６，０４１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の廃止、新設に伴う施設営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，０２７
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、管理用道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５，１０５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、管理用道路の維持

計 １７，１３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 熊本県 地区名 新牟田地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６８０，０００千円

年 効 用 ② １１８，１４２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７６５，８５９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６６，３１７
面積拡大及び作物の単収の増加の増加
対象作物：水稲、イ草、トマト、たばこ

排水改良による水稲の水管理作業時営農経費の節減 営農経費節減効果 ７８３
間の短縮

対象作物：水稲

排水施設の新設、改修に伴う施設の維持管理費節減効果 △４，１２４
維持管理費の増減

対象施設：排水機場、排水路

排水路の改修による従前の農業生産施設更新による 更 新 効 果 ４９３
の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水機場の設置による農業用施設等地域の生活環境 地 域 排 水 効 果 ５４，６５６
の被害の防止の保全・向上
対象施設：排水路、農道、ハウス

公共施設の更新に伴う従前の機能の公共施設保全効果 １７
維持

対象施設：一般道路

計 １１８，１４２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 宮崎県 地区名 城平

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １１３，４００千円

年 効 用 ② ６，６９５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １２６，７９９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水施設等の改修に伴う維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３，１６４
費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３，５３１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、ゲートの維持

計 ６，６９５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 竹山

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４０９，０００千円

年 効 用 ② ５２，６５２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，２５３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１２５７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４１７，６１７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設等の改修に伴う補修費等営農経費の節減 維持管理節減効果 ６，００９
の維持管理費の節減

対象施設：ダム

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ４６，６４３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：ダムの維持

計 ５２，６５２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 幕内（１期）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５，４６０，０００千円

年 効 用 ② ２７３，５６０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，８５９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６４９，２０７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ２１０，２９２
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、馬鈴薯、パ
パイヤ

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，８０８
時間の短縮や機械経費の節減
対象作物：さとうきび

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △７，７０１
管理費の増加
対象施設：ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄﾞ、揚水機場、送
水管、畑かん施設等

既設の給水所等の改良による従前の施設更新による 更新効果 ４８９
農業生産の維持従前の農業生産

の維持 対象施設：給水所

農地等からの土砂流出防止施設更新による 災害防止効果 ３，１９３
災害防止

降雨等により周辺海域へ流出する土地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３２，３５５
砂を防止することによる水辺環境のの保全・向上
保全
対象施設：集水池、浸透池

畑かん施設が防火用水としての機能地域用水効果 ８８０
を有することによる防火水槽の設置
費用節減



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

貯水池等にフェンスを整備すること地域の生活環境 安全性向上効果 １，４８４
によって安全性を向上の保全・向上

管路埋設により、道路（旧施設）が公共施設保全効果 ６，７６０
持つ従来の機能の維持

計 ２７３，５６０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 伊是名東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８，３３７，３４０千円

年 効 用 ② ４５４，２７１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２０，３９８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９，２８８，４３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ４６８，０２０
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、ﾒﾛﾝ、

ﾏﾝｺﾞｰ、小菊、にがうり等

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 △１，７３７
時間の短縮や機械経費の増加

対象作物：さとうきび等

施設整備による維持管理費の増加維持管理費節減効果 △１６，３４３
対象施設：畑かん施設等

沈砂池の改良による従前の農業生産施設更新による 更 新 効 果 ４，３３１
の維持従前の農業生産
対象施設：沈砂池の維持

計 ４５４，２７１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 雄樋川（１期）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，２００，０００千円

年 効 用 ② ２４０，０００千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４６５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，１６１，２９０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ２４３，９２７
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：ｺﾞｰﾔｰ、ﾏﾝｺﾞｰ、小菊等

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，３８０
時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：さとうきび、きゅうり、

トマト

施設整備による維持管理費の増加維持管理費節減効果 △１３，０６５
対象施設：畑かん施設

降雨等により周辺海域へ流出する土地域の生活環境 水辺環境整備効果 ２，７５８
砂を防止することによる水辺環境のの保全・向上
保全

対象施設：貯水池

計 ２４０，０００




